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本日の次第

１．開会のあいさつ

２．議事

（１）これまでの まち・ひと・しごと創生総合戦略の振り返り

まち・ひと・しごと総合戦略について

日野市の状況について （人口の問題を中心に説明）

（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略で取り組む事業の状況について

・生活課題産業化（平成28年度～）平成28年度地方創生加速化交付金事業

・生涯活躍のまち（平成29年度～）平成27～平成30年度地方創生推進交付金事業

（３）今後に向けたまち・ひと・しごと創生総合戦略の方向性について

・改訂時期、改訂の方向性について

（４）平成29年度におけるまち・ひと・しごと創生総合戦略の各施策の取組状況

（KPI中間値について） 一部のみ抽出

３．意見交換

４．閉会のあいさつ、こんごの予定など

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



まち・ひと・しごと創生総合戦略の振り返り（１）

１）まち・ひと・しごと創生総合戦略について

２）日野市の人口の課題について

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



まち・ひと・しごと創生総合戦略について

１－ １）
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２０４０年 消滅可能性都市
日本創生会議

２０４０（平成５２）年に若年女性の流出により全国の８９６市区町村が
「消滅」の危機に直面する－。

５２３市区町村が人口１万人未満になる・・？

都内23区でも豊島区が消滅可能性都市になっています。

日本の人口 2014年5月に公表された「消滅可能性都市」

全国の自治体数
１７４１ （2018．10。01時点）
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まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 （再確認）

• 2014年5月日本創成会議が消滅可能性都市を公表

（若年女性の流出により全国で896の市区町村が人口減少による消滅の可能性がある

「消滅可能性都市」になると発表）

• まち・ひと・しごと創生法の制定
（人口減少に歯止めをかける、東京圏の人口の一極集中を是正し、将来にわたって活力のある日本を

維持していくため、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施する）

政策の企画・実行にあたっての基本方針

今後の施策の方向

① 政策5原則（自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視）に基づく施策展開
② 国と地方の取り組み体制とＰＤＣＡの整備

基本目標① 地方における安定した雇用の創出
基本目標② 地方への新しいひとの流れをつくる

基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る

とともに、地域と地域を連携する

https://kotobank.jp/word/%E6%B6%88%E6%BB%85%E5%8F%AF%E8%83%BD%E6%80%A7%E9%83%BD%E5%B8%82-1813101




国の総合戦略における基本目標
（政策パッケージ）

（１）地方にしごとをつくり、安心して
働けるようにする

（２）地方への新しい人の流れをつくる

（３）若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

（４）時代に合った地域をつくり、安心な
暮らしを守るとともに、地域と地域
を連携する。

日野市の総合戦略における基本目標
（政策パッケージと講ずべき施策の基本方向）

（１） 共創による地域産業の
新たな展開

（２）多様な就業環境の創造
による生活価値の向上

（３）人と人がつながる
生活基盤の整備

（４）健康に住み続けられる
潤いのある地域づくり

地方の活性化の視点からの記載が多いため、日野市の立場や
環境を踏まえた独自目標の設定を行った。

まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 （国と日野市の基本目標）

■地域産業の成長支援する

■産学官金と地域のネットワーク
化を促進する。

■地域での多様な働き方をつくる

■働きやすい地域環境を地域と共創
する。

■持続できる地域・環境を共創する

■地域の連携により価値を生み出す

■地域で学び、未来を担う人を育てる

■結婚、出産、子育て家庭を地域で
応援する。

■健康で充実した生活を実感できる
まちをつくる。

■安心して住みつづけられる地域を
つくる

ポスト・ベッドタウン「生活価値共創都市」 の実現にむけた基本目標と施策の方向性）
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平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

まち・ひと・しごと
創生法制定

総合戦略
策定懇談会

総合戦略
策定

総合戦略
推進懇談会

先行型交付金 加速化交付金 推進交付金

1 ２-１ ２-２ ２-3

２-１～2-3地方創生推進交付金 生涯活躍のまち

１ 地方創生加速化交付金 生活課題産業化
日
野
市
の

動
き



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

基本方針2017では都市部の高齢化が課題としてクローズアップされたが、2018では再び地方施策重視の基本方針に
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多世代、ライフステージ毎の視点で施策視点の拡充により地方の活性化を図る



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

多世代、ライフステージ毎の視点で施策視点の拡充により地方の活性化を図る



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

女性・シニア層の活躍支援に注力し、地方で（特に中小企業等で）不足する人材を補完する視点



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

人口規模が大きい自治体と小さな市町村との人口格差が拡大
⇒一旦は多少緩和して東京圏への転出が再び加速、15歳～29歳人口が11万人東京圏へ

2000～2015年までに全国で出生数が2割する中、東京都（特に23区）と沖縄のみが増加。



日野市の人口の課題について

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



３２６，８７０人増加２９，３１８人増加

６２２．９９㎢

４，１５６，４４６人 ９，２７２，５６５人

１１５９．９０㎢

1:2概ね

2:1概ね

1:9概ね

多摩地域の課題 東京都の人口増減の状況 （平成27年国勢調査速報値）

現状でも人口増加地域は都心部に集中しており、西側から人口減少自治体が拡大しつつある。推計では3年後の平成
32年には人口ピークを迎えることとなっており、多摩地域はさらに厳しい状況におかれる

東京都の人口 １３，５１３，７３４ 人

多 摩 地 域 ２３区

都心部では職住の近接
化が進んでいる

日野市
人口増加数 多摩地区第1位
（Ｈ22年⇒Ｈ27年 ＋6322人）

人口増加率 多摩地区第２位
（1位 武蔵野市）
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東京と近県の人口

2018。10 日野市地域戦略室

日野市地域戦略室

図面資料は町田市ＨＰ 平成27年国勢調査人口増減確報集計から引用

H22年 180,052人
H27年 186,283人
（人口増減＋6,231人）

平成27年国勢調査人口確報集計
日野市の人口
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１． 日野市の人口動態 住民基本台帳の状況 （平成30年度）

1月1日から793名の増加、微増の傾向は継続しているが
大規模な開発が無ければ大きな動きは無い状況になる

2018。10 日野市地域戦略室

市民窓口課
住民基本台帳の推移
（12月1日現在の世帯数と人口）

男女の数が徐々に近づきつつあります
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１． 日野市の人口動態 RESASによる人口データ分析 （社会移動状況）

2010年以降の齢別の状況を見ると、毎年生産年齢人口を中心に継続的に増加しており、増加数も
ここ数年は他市と比較して安定して多い状況が続いている。高齢人口が僅かながらに流出する時期
もあったが、ここ3年は全世代が流入超過になっている。

2018。10 日野市地域戦略室
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人口の急減期

平成27年10月

1億2689万人

超長期的な視点で見ると、人口の“大転換点”

Ａ．鎌倉幕府成立前から２１００年頃までの
日本の人口の推移と予測



日野市のある「南多摩」の地域は、今後、都内で最も急速な後期高齢者の増加が懸念される地域。
この超高齢社会の課題の克服無くしては人口問題の解決はできず、持続可能な地域として存続す
るには、「超高齢化」の課題に対して、産学官民金、そして医療・介護が連携し総力的に取り組
んで行く事が必要。

２０２５年 直面する高齢課題



南多摩は2010年から2025年にかけて、都内で最も後期高齢者の増加率の
高い地域となると想定されている。

2018。10 日野市地域戦略室

長期的な医療・介護の課題



現状で若年層の流入が加速し
ている東京は2035以降に
急速な介護需要の急増により
危機的な状況に。

人口の集中と超高齢化が遅れ
て到来する東京の医療需要は
右肩上がりになる

医療介護需要予測指数 東京都と全国平均の比較 ※２０15年を1００としたときの増加率

東京の人口集中は将来の高齢リスク拡大に直結する
※ 2025年問題よりも2040年問題の方が深刻なリスクになると言われている

2018。10 日野市地域戦略室

東京都

全国平均

東京都

全国平均

介護需要

医療需要

長期的な医療・介護の課題



南多摩医療圏の医療・介護需要指数の予測

※ 2025年にかけて最も後期高齢者の増加率が高いと言われる南多摩の地域は
東京都の平均を上回る介護需要の増加が続く。その一方で医療需要に関しては
2030年以降に平均を下回る（医療需要者の絶対数の減少によるもの）。
ただし、人口増加が顕著な日野市と稲城市の医療需要は常に平均を上回る形
で推移する。

2018。10 日野市地域戦略室

東京都

南多摩

東京都

介護需要

医療需要

南多摩



高齢化が直面する課題 ～ 介護人材の確保

昨年度に国土交通省が発表した首都圏整備に係る年次報告（平成28年度首都圏白書）
では、2025年に東京圏で介護人材の不足は14万1000人に達すると予測。
東京都だけでも35万8千人が不足するとされている。

あと7年後には14万人以
上の介護人材が不足する事
態が想定されています！

2018。10 日野市地域戦略室
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人手不足 急上昇する有効求人倍率、東京都の突出した介護人材の不足状況

特に介護人材の不足は地域における持続的な介護体制の確保の可否に関わる問題であり、都市部の
方が顕著となっている。この傾向は少子高齢化の中でより深刻になってくると思われるが、現時点
でも東京都の介護有効求人倍率は約7倍（2018年8月）、このままであれば数年後には10倍を超える
状況になると思われ、喫緊の課題として認識する必要がある

ここ数年有効求人倍率は上昇を続けており、常態
的な人手不足の状況が社会問題として顕在化して
おり、中でも介護人材の不足は全業種の２倍に
なっている。

地域別の介護人材の不足の状況は東京都が突出し
ており、昨年8月時点の有効求人倍率は6.97倍。
年に1倍程度ずつ伸びている



平成30年12月 総務省統計局 （労働力調査 基本集計）

生産年齢人口 ⇒ ７５３１万人 （♂３８１１万人 ♀３７２０万人）
（下段：対前年同月比） -４９万人 －２２万人 －２７万人

生産年齢人口の就業者⇒ ５８０１万人
（下段：対前年同月比） +５７万人

（♂３７２３ ♀２９３４）
+２２万人 +３５万人

６５歳以上の就業者⇒ ８５５万人
（対前年同月比） +５７万人

（♂ ５１１ ♀ ３４４）
+３４万人 +２３万人

生産年齢人口、シニアの男女とも労働参画が
急速に進んでいます。

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

人口減少の中で増加する就業者の数、全員参加型の社会へ・・・
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65歳以上

15～64歳

0～14歳

38.4%

生産年齢人口

年少人口

高齢人口

概ね100年間

日本全国の人口比率の過去推移と今後の推計

28.6%

30.0%

35.3%

・100年以上のスパンで見ても少子・高齢化は大きな人口の潮流の中で生じており、短期的な施策
で解決できる問題ではない事がわかる。

・余程の事が無い限りは、最低でもこれから100年くらいの間は『超高齢社会』が継続する
『超高齢社会が新たなスタンダード』となる時代と考えるべき時代になっている。
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2000年
41.４歳

2010年
44.6歳

2020年
47.2歳

国立社会保障人口問題研究所最新推計より作成

2030年
49.2歳

2030年
50.2歳

平均年齢の推移（推計値）



まち・ひと・しごと創生総合戦略で
取り組む事業の状況について（２）

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

・生活課題産業化（平成28年度～）平成28年度地方創生加速化交付金事業

・生涯活躍のまち（平成29年度～）平成27～平成30年度地方創生推進交付金事業



対話によりイノベーションを創出する環境 「生活課題産業化」 という提案 H28年度～

（生活課題産業化イメージ）

31

関係
機関

コニカミノルタ（株）、富士電機（株）、（株）富士通研究所等から社会課題
をテーマに４つの連携プロジェクトを実施、継続中

平成27年から、日野市型ローカルイノベーション環境形成のため、社会・地域課題の解決をテーマとし
た産学官連携事業を募集し、4つのテーマプロジェクトで継続的な取り組みを実施

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



5月11日 生活課題産業化シンポジウム ～社会課題を解決するリビングラボの可能性～

参加者数 約80名 うち約半数が企業、その他地域団体、公共団体、市民、大学等

第1部 鎌倉市のリビングラボの取組

東京大学高齢社会総合研究機構（IOG） 学術支援専門職員 吉田氏

第２部 パネルディスカッション

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



第２部 パネルディスカッション ～社会課題を解決するリビングラボの可能性～

現在、リビングラボに取り組まれる鎌倉市のNPOと東京大学、千葉でリビングラボを企業として運
営するハウス食品、富士通研究所、介護機器等の実証活動に協力する包括支援センターあいりんの
本村さんが登壇

モデレーター 多摩大学総合研究所副所長 松本教授

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



コニカミノルタと地域包括支援センター（康明会）
在宅向け見守りシステムの実証の相談

コニカミノルタと社会福祉法人マザアス
院内感染予防の対応状況とシステムのニーズ調査

富士通と社会福祉協議会、NPO法人市民サポートセンター日野
シェアリングエコノミー 地域互助人材のマッチングサービスについて

リビングラボシンポジウム（5月11日開催）以降の動き 地域レベルでの対話イノベーション環境づくり

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



① 地域医療連携ＩＣＴ （当初生活課題産業化のプロジェクトテーマ）
（仮） 日野いきいき健康クラウド

クリニック・診療所
（日野市医師会）

急性期病院
（日野市立病院）

② 心疾患検査機器（ＳＰＦＳ）の機能実証 （日野市立病院）

④ 高齢者施設向 院内感染予防システムの開発

⑤ テキスタイルプリンタの活用 （2017年度）

⑥ 子育て関連サービスの企画

⑦ 農業支援技術の企画

⑧ 街路樹・公共施設の管理ツール企画

③ 在宅向け見守りサービスの開発

産業連携センターＰｌａｎＴ
の企画として最初に実施
以降、市内中小企業３社と実施

メーカーズキャラバン

・東光工業(株)
・(株)ミューテクノ
・カドミ光学工業(株)

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

コニカミノルタとの連携の波及 2018年度から多面的な連係に展開



日野リビングラボ 暮らしの夢セッション

Copyright 2018 日野市地域戦略室36

生活課題を「私のわがまま」として、そのシェアから開始。シェアエコをキーワードに、個人

のニーズとリソースを掘り下げることで、企業・住民・行政が協働していく準備を実施。

日時 テーマ

2019年
1月19日

私の生活で感じる、「あんなこといいな、
できたらいいな」と思っていることは？

2019年
2月3日

その解決にはどんな資源があればい
い？

2019年
3月3日

ニーズと資源がつながるためには、どん
な活動があればいい？

＜市民が利用者にも
＞

＜提供者にもなる
＞

セルフケア
マネジメント
の向上

誰かの困ったに、
私が力になれるしくみ

・保育園の送迎
・今から散歩した
い

・送迎手伝います
・場所空いてます

小規模な実証実験
を検討中

【わかってきたこと・残された課題】
・スキルシェアができる条件（他人との距離感・コスト）の深掘りも更に必要
・協働を実現するための準備として、対話は継続していくことが重要

１．実施前の各主体の状況（例）

企業 住民 行政

社内のストーリーに基づく
商品・サービスを提供。

サービスは誰かが提供す
るもの。（弱い存在）

若い住民は皆、まちづく
りへの参加に消極的。

企業 住民 行政

商品・サービスが実現
する価値が重要。

自分もリソースを持って
いのかも？条件も重要。

住民が参加したいと思える
活動のデザインが必要。

２．実施後の各主体の状況



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

総務省の委託（市が受託する）事業に事前応募



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

本応募に向けて



都市の移動“モビリティ”をテーマ
としたリビングラボの開催

参加企業
日野自動車、ZMP、WHILL 等

日野市の南側の丘陵部住宅地では
高齢化が進んでおり、交通不便地域
でもあるため、年々、交通・移動に
かかる問題が顕在化してきています。

都市計画課では地域公共交通総合
連携計画を平成30年度に策定。
これと併せて、“まちの移動”の課題に
官民連携で取り組むきっかけとして
市民、行政、企業等の対話による
課題の認知、共有の場として開催します。



ＫＰＩ 目標値 実績値 目標年次 目標値 最終目標年次

連携プロジェクトの組成数 5プロジェクト 5プロジェクト 平成29年3月

20プロジェクト（累計）

※ 現時点で取組んだプロジェ
クト数14

平成32年3月

交流・プロジェクト参加団
体数

35団体 72団体 平成29年3月 70団体 平成32年3月

国勢調査
従業地・通学地による抽出
詳細集計における職業中分
類別の研究者・技術者の数

― 未計測 ―

（平成22年→平成32年）
研究者：270名→337名

（25％増）
技術者：5,790名→6,369名

（10％増）

平成32年国勢調査

市の創業支援計画に基づく
創業者数

62件（累計） ８４人(累計）平成29年3月 155件（累計） 平成32年3月

生活課題産業化の取組について

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

日野・多摩地域における行動履歴データ等を活用した生活課題解決の産業化基盤形成
事業

平成２８年度地方創生加速化交付金事業

事業ＫＰＩの設定



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

「生涯活躍のまち」人生100年時代の「新しい暮らし」を官民連携で実現

地域内の居住循環と地域毎の特性に応じた住み続けられるまちづくりの推進



日野市 生涯活躍のまち推進協議会のこれまでの経過確認

第
1
回
生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進
協
議
会

第
２
回
生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進
協
議
会

住
み
替
え
の
仕
組
み
検
討
部
分
科
会

10月3日
11月27日

暮
ら
し
の
充
実
・
多
世
代
交
流
分
科
会

1月30日
3月19日

2017年度

第
３
回
生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進
協
議
会

8月21日

帝人東京研究所
「住替えに関する意向調査
（アンケート回収）

（株）リビタとの
連係協定の締結生活課題産業化

シンポジウムの開催）

鎌倉今泉台
タウンマネジメント視察

東京都との意見交換・調整

2018年度

東京都
「超高齢社会における東京
のあり方懇談会の発足」

日
野
市
生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進
協
議
会
の
動
き コニカミノルタ(株)

副業解禁にかかる
ヒアリング

関

連

動

向

医
療
・
福
祉
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア

産
業
共
創
分
科
会

第
４
回
生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進
協
議
会

11月7日

多
摩
平
Ａ
3
街
区
イ
ベ
ン
ト

11月3日 3月22日

Ｕ
Ｒ
多
摩
平
の
森

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

日
野
市

リ
ビ
ン
グ
ラ
ボ

多摩平を中心にした動き

11月25日

1月～3月



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



生活課題産業化の取組について

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

日野・多摩地域における行動履歴データ等を活用した生活課題解決の産業化基盤形成
事業

平成２８年度地方創生加速化交付金事業

事業ＫＰＩの設定

ＫＰＩ 目標値 実績値 目標年次 目標値 最終目標年次

拠点地区への高齢者の
住替え数

（丘陵部等からの転居数）
20人 21人 平成30年3月 40人 平成31年３月

シニア層の就労者数
（創業支援事業の参加者
のうち）

5人 12人 平成30年3月 15人 平成31年３月

シニア層の社会参画数
（社会参加促進事業のう
ち）

10人 14人 平成30年3月 25人 平成31年３月



（３）

１）交付金事業について

２）総合戦略の改訂について

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

今後に向けたまち・ひと・しごと創生
総合戦略の方向性について



地
域
課
題(

高
齢
課
題
等)

解
決
に
向
け
た

官
民
連
携
と
対
話
・
市
民
参
画

「生活課題産業化」と「生涯活躍のまち」の取組みの融合

「生涯活躍のまち」のモデル地区
（リビング・ラボをＨ30年から展開※多摩平地区）

高齢化など地域課題と住民・地域の住民、団体などとの対話の環境

食・栄養、モビリティ、在宅医療・介護など、超高齢化社会に
求められる新たな技、サービスと住民の参画・対話によるイノ
ベーションの創出、市民のQOLの向上を目指す

■生活課題産業化（加速化交付金）

■生涯活躍のまち

地域の超高齢課題への対応

社会課題をテーマとした
イノベーション環境の形成

・テーマの実証環境のニーズ
・住民や地域の関係者との対話ニーズ
・リビングラボの多面的展開
・Society5.0、SDGｓ施策として
の手かい

・地域住民の関心の喚起とセルフ
マネジメント

・課題解決に向けた多様な主体の
参画と連携

・地域での試行的取組（社会実証）

「生活価値共創都市」環境の実現へ

地
域
課
題
解
決
に
向
け
て
モ
デ
ル
地
区
の

ま
ち
づ
く
り
施
策
と
し
て
展
開

共通項

人生100年時代のライフイノベーション推進事業



現在の人口増加地域が医療・介護需要が増加
し続けるハイリスク地域に

２０２５年問題 ベッドタウンの超高齢化が加速 日本全国の中で最も
高い高齢化リスク
（医療・介護需要の
伸び）の地域にある
“日野”更なる超高齢化
の進展に対応できる
のか

従来の受け皿的な福祉施策だけでは現実的に対応が不可能になる

“Evidence” 日野市の置かれた状況（想定される未来）に関する客観的事実

このままでは・・・

短期的リスク

中長期的リスク

求められる政策のパラダイムシフト
自立度を高める暮らし、能動的な暮らしでＱＯＬを高める人生100年時代に

セルフケア・マネジメント

タウン・マネジメント社会体制への依存

自己の選択

セーフティネット

リ
ス
ク
情
報
の
開
示
・
提
供

生じるリスクは社会全体で
リカバーする

社会実証

人口減少

超高齢化

社会状況の変化
により持続困難に

２０４０年問題

現在の超高齢課題

将来の医療・介護需要増加



平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会

まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂に向けて

第1次総合戦略の策定における課題

・策定に係る準備期間も含めた機関の問題

（7月から開始、3回の懇談会で策定し、内部・懇談会ともに調整が不十分だった）

・策定着手、先行型交付金のタイミングの問題

（年度末に突発的に交付金による先行実施が求められたため、既存事業をベース

とした組立になってしまった。※事業の問題認識や新規性が薄い）

・基本構想・基本計画の改訂時期との整合の問題

・日野市基本構想・基本計画（ひの2020プラン）の改訂時期と策定時期が1年ずれて

おり、内容の整合を図る事、KPIの設定タイミング、事業管理上も煩雑で、それぞれ

の役割も分かり辛くなっている。 ※平成31年度 企画経営課と地域戦略室の統合

・戦略に求められる長期視点、バックキャスト（目標から事業を想定する）視点の不足

明確な目標の設定とその実現に向けた問題設定、事業の選択と集中を行い、

また、総合戦略の原則（自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視）を

踏まえ、市の役割を明確にした事業の組み立て直しが必要。

総合戦略の改訂時期を1年遅らせ、総合計画とあわせ32年度に改訂する



地方創生とＳＤＧｓ、 日野市の掲げる諸力融合との関係

ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称で、2015年9月の
国連総会で採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の中心にある17のゴールからなる
目標です。 人類及び地球の持続可能な開発のため、2030年までに実行・達成すべき事項が整理され
ています

平成31年度（第2回）SDGs未来都市を目指し、SDGs未来都市計画案
を提出しました。

• SDGsは、その在り方から地方創生だけではなく、日野市がめざす「ポ
ストベッドタウン」や「諸力融合」の考え方を推進するものです。

昨年度から地方創生の中でSDGsの取組み推進が求められています。次期戦略の
改定に合わせSDGsの視点（17のゴールとバックキャスト思考）を反映します。



（参考） 日野市ＳＤＧｓ未来都市計画 （経済・社会・環境の循環図）



（資料〇 を中心に説明します）
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３ まち・ひと・しごと創生総合戦略の各施策の取組状況
（平成２９度ＫＰＩ実績値）について

資料番号を入れる

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会



事業所数推移

全国・東京都との比較

2009年 2012年 2014年 2016年
（減少率2014年
⇒2016年）

（減少率2009年
⇒2016年）

全国 5,886,193 5,453,653 5,541,634 5,340,783 ・・・ 3.62% ・・・ 9.27%

東京都 684,895 627,357 653,819 621,671 ・・・ 4.92% ・・・ 9.23%

日野市 4,769 4,420 4,479 4,446 ・・・ 0.74% ・・・ 6.77%

近隣自治体の状況（参考）

八王子市 19,542 18,348 18,979 18,180 ・・・ 4.21% ・・・ 6.97%

立川市 8,015 7,584 7,631 7,522 ・・・ 1.43% ・・・ 6.15%

多摩市 3,882 3,551 3,899 3,597 ・・・ 7.75% ・・・ 7.34%

基本目標のKPI

１ 共創による地域産業の新たな展開

★ＫＰＩ ／事業所数 H31目標：現状（2014年数値）維持

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会
KPI実績報告

事業所数
2009年を1と
した場合の
指標の推移

事業所数の増減状況

※（資料３）日野市まち・ひと・しごと創生進捗状況把握表参照 1ページ目上段

事業所数は現状維持できず減少しているが、全国平均や他市と比較すると減少率は非常に少ない 2014⇒2016年



基本目標のKPI

１ 共創による地域産業の新たな展開

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会 KPI実績報告

事業所数
2009年を1と
した場合の
指標の推移

全国・東京都との比較

2009年 2012年 2014年 2016年
（増減率2014年
⇒2016年）

（増減率2009年
⇒2016年）

東京都 9,046,553 8,655,267 9,185,292 9,005,511 ・・・ -1.96% ・・・ -0.45%

日野市 58,339 54,656 57,156 56,826 ・・・ -0.58% ・・・ -2.59%

近隣自治体の状況（参考）

八王子市 221,681 211,823 218,712 215,748 ・・・ -1.36% ・・・ -2.68%

立川市 109,038 112,936 108,457 112,294 ・・・ 3.54% ・・・ 2.99%

多摩市 63,391 59,324 61,798 60,945 ・・・ -1.38% ・・・ -3.86%

従業者数推移

従業者数の増減状況

★ＫＰＩ ／従業員数 H31目標：現状（2014年数値）維持

※（資料３）日野市まち・ひと・しごと創生進捗状況把握表参照 1ページ目上段

従業者数も現状維持できず減少しているが、全国平均や他市と比較すると減少率は非常に少ない 2014⇒2016年



産官学金連携交流の促進
〈交流会の参加企業数〉

・ヘルスケア＆ウェルネス交流会として平成25年から実施
・累計参加企業（事業所）数が72団体になり、目標（70団体）を達成している
・平成30年度は「生活課題産業化シンポジウム」と統合する形で5月に開催したが、
以降は開催していない。

【考えられる要因】

・医療、介護関連事業者も参加し、累計参加団体は増加。
・一方で以前参加していた事業者の継続的な参加に繋がらず、参加者数は頭打ちの状況。
・参加企業等が主催側に参画する事を想定したが、実現できず。市側でも人的リソースが
不足している。

【現 状】

【対 応 策】

１ 共創による地域産業の新たな展開 ‐２ 産学官金と地域のネットワーク化を促進する ①諸力融合による枠組み構築

54

★ＫＰＩ ／ 産学官金連携交流会に Ｈ３１年目標値 ７０団体
参加する企業数 Ｈ２９年実績値 ７２団体

○ 単なる情報共有、交流だけでなく具体的な行動に繋がる新たなテーマ（参画メリット）
の設定や意義づけが必要。

○ リビングラボや社会実証等、具合的な行動を展開できる場の確保、誘導の方法論が必要
○ 多様な企業や大学が関心を持ち、自ら参画しやすいテーマを改めて設定する。

（SDGｓ、Society5.0、行政データ活用、社会実証など）

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会 KPI実績報告

（地域戦略室）



日野市まち・ひと・しごと総合戦略推進懇談会 ＫＰＩ中間報告

・行政情報オープンデータ

１ 共創による地域産業の新たな展開 ‐２ 産学官金と地域のネットワーク化を促進する ①行政保有データの公開と活用の促進

（情報システム課）

■市の公開データを活用したプロジェクト数

■市の公開データを活用したプロジェクト数

東京都が主催するオープンデータイベント
今年は府中で実施し、日野市と稲城市が協力

（一社）社会基盤情報流通推進協議会が毎年
主催するイベントUDC2018
日野市のデータ活用促進とビジネス創出のた
め、毎年「日野市賞」を提供

【現 状】

【考えられる要因】

【対 応 策】

■オープンデータで南多摩5市が連携しており、定期的に
会合を行っている。5市で共通のフォーマット化、共同
公開を検討、より使いやすいデータでのオープン化を
目指している。

■市が保有する統計ひののデータを全てオープン化する。

■データの登録数が増えない事、またデータの公開方法が
各自治体でバラバラで使い難い事が挙げられる。

■データアクセス数が前年より低下、目標とする1000件
/月と比較して大分少ない状況。

基準値 660件/月 目標値 1000件/月 H29実績値 249件/月

基準値 660件/月 目標値 1000件/月 H29実績値 249件/月

★ＫＰＩ ／ 公開されたデータへのアクセス数 Ｈ３１年目標値 １０００件
Ｈ２９年実績値 ２４９件



基本目標のKPI

２ 多様な就業環境の創造による生活価値の向上

★ＫＰＩ ／第3次産業の付加価値額（一人あたり）順位 H31目標：100位以内

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会
KPI実績報告

※（資料３）日野市まち・ひと・しごと創生進捗状況把握表参照 ２ページ目上段

第３次産業の付加価値額（一人当たり）の全国順位ついて

⇒ 第３次産業の付加価値額（一人あたり）の基準値（２０１０数値）が１１８位となっているが、全産業の付加
価値額順位を誤って記載したものと思われる。地域経済循環図の最新数値（２０１３年）では“1,012位”であり、
同循環図の基準値（2010年）では“1,368位”が正しい。

2010年 620万円（1,368位/1740自治体） ⇒ 2013年 679万円（1,012位/1740自治体）

順位で350位以上上がり、躍進はしたものの全国の自治体の中では中位よりも下の状況。



基本目標のKPI

２ 多様な就業環境の創造による生活価値の向上

★ＫＰＩ ／事業所数 H31目標：現状（2014年数値）維持

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会
KPI実績報告

※（資料３）日野市まち・ひと・しごと創生進捗状況把握表参照 ２ページ目上段

第３次産業の付加価値額（一人当たり）の全国順位ついて

⇒ 第３次産業の付加価値額（一人あたり）の基準値（２０１０数値）が１１８位となっているが、全産業の付加
価値額順位を誤って記載したものと思われる。地域経済循環図の最新数値（２０１３年）では“1,012位”であり、
同循環図の基準値（2010年）では“1,368位”が正しい。

2010年 620万円（1,368位/1740自治体） ⇒ 2013年 679万円（1,012位/1740自治体）

順位で350位以上上がり、躍進はしたものの全国の自治体の中では中位よりも下の状況。



日野市まち・ひと・しごと総合戦略推進懇談会 ＫＰＩ中間報告

・製造業以外の従業者数
/生産年齢人口

２ 地域での多様な働き方をつくる ‐２ 多様な就業機会、就業環境の創出 ①製造業以外の就業者数

（産業振興課）

★ＫＰＩ ／ 左記の比率 Ｈ３１年目標値 ４５％
Ｈ２９年度実績値 ３６．５％

雇用業種の多様化を図る目的で主要産業である製造業以外の従業員数（雇用数）を把握するため設定した
ＫＰＩ。

日野市の事業所別就業者数の推移 （製造業と製造業以外）

2009年 2012年 2014年 2016年

全産業 58,339 54,656 57,150 56,826 

製造業 15,957 13,586 14,301 14,835 

製造業以外 42,382 41,070 42,849 41,991 

製造業の割合 27.4% 24.9% 25.0% 26.1%

生産年齢人口 115,012 114,428 114,578 114,997 

製造業以外の従業
者/生産年齢人口

36.9% 35.9% 37.4% 36.5%

⇒ 2009年からの推移を見ると、実数としてはほぼ横ばいの状態であるが、全然業の従業者数が減って
るため、2009年対比では比率が増加している。
2014年と比較して生産年齢人口が増加している事も、比率低迷の要因と思われる。

【考えられる要因】

【対 応 策】
⇒ 製造業はリーマンショックの際の急減の後に、堅調に就業者数を増やしつつあるが、女性やシニア

の就業機会も考えると、サービス産業等の分野の雇用拡大を図る施策もさらに検討する必要がある。



基本目標のKPI

２ 多様な就業環境の創造による生活価値の向上

★ＫＰＩ ／事業所数 H31目標：現状（2014年数値）維持

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会
KPI実績報告

※（資料３）日野市まち・ひと・しごと創生進捗状況把握表参照 1ページ目上段

第３次産業の付加価値額（一人当たり）の全国順位ついて

⇒ 第３次産業の付加価値額（一人あたり）の基準値（２０１０数値）が１１８位となっているが、全産業の付加
価値額順位を誤って記載したものと思われる。地域経済循環図の最新数値（２０１３年）では“1,012位”であり、
同循環図の基準値（2010年）では“1,368位”が正しい。

2010年 620万円（1,368位/1740自治体） ⇒ 2013年 679万円（1,012位/1740自治体）

順位で350位以上上がり、躍進はしたものの全国の自治体の中では中位よりも下の状況。



日野市まち・ひと・しごと総合戦略推進懇談会 ＫＰＩ中間報告

・待機児童の対応について

公立保育園１１園

私立保育園２５園

小規模保育 ２園 認可定員 29名

認定こども園１園 認可定員 45名

認証保育所 ９園 定 員 427名

定員 計 3,559名

平成２７年度 １６４名
平成２８年度 １８３名
平成２９年度 ２５２名
平成３０年度 １３９名

２ 多様な就業環境の創造による生活価値の向上 ‐２ 働きやすい地域環境を地域と共創する
① 安心して子育てしながら働ける就業環境の魅力向上と地域支援体制の強化

◆ 保育施設の状況 （平成28年度）

◆ 待機児童の状況

★ＫＰＩ ／ 保育所の待機児童数

認可定員 3,058名

54施設 定員計4,223名まで拡大
平成31年までに

48施設
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56施設 定員計4,570名まで拡大

見直し、更に拡充



Ｈ29

Ｈ28

Ｈ26

日野市まち・ひと・しごと総合戦略推進懇談会 保育施設の整備状況について

多摩平の開発地内に民間
保育園の整備を誘導

物流施設の計画に合わせ
認証保育所整備を誘導 マンション開発に合わせ

認証保育を開設

市立病院の跡地に民間保
育園を移転・拡大

日野自動車が企業内保育
所を整備。開設予定

Ｈ29

マンション開発に合わせ
民間の認可保育園の整備
を計画

Ｈ29

Ｈ28 平成２５年度以降、開発事業等に合わせ保育施設の整備を
進めており、平成31年度までに926人分の定員枠を拡大
する予定。

小規模保育施設開設

Ｈ2７

１９人

認可保育園開設

+30人
130人

Ｈ26

小規模保育施設開設
１２人

40人40人

Ｈ27

+90人

130人

第三幼稚園跡地へ保育園を
開設予定

Ｈ29

130人実践女子短大跡地へ保育
園を開設予定

Ｈ29

1２0人

川辺堀之内区画整理地区に
保育園を開設予定

Ｈ29

1２0人

※ 上記のほか、既存施設の定員の拡大による定員の増加があります。
61



４ 健康に住み続けられる潤いのある地域づくり ‐１ 健康で充実した生活を実感できるまちをつくる ③ 健康になる都市環境づくり

(オ)．健康づくりに向けた運動事業
の推進

★ＫＰＩ ／ 1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2回以上、1年以
上実施している割合（40-74歳）
Ｈ３１年目標値 ５８.０% Ｈ２８年実績値 ４６.７%

・楽･楽トレーニング体操 ・ミニ楽･楽トレーニング体操 ・さわやか健康体操
・健康サポートルーム輝 ・健康体操サポーター事業 ・悠々元気体操
・ふらっとエクササイズ ・日野市健康づくり推進員の養成 など

【健康課で実施している主な運動事業】

【現状と課題】

・運動事業への参加者数自体は増加傾向にある

・高齢者層の参加増が進む一方、現役世代層の参加は伸び悩んでいる

【対 応 策】

〇ふらっとエクササイズ（20～40代の女性をターゲットにした運動事業）の
成果の検証と、新たな展開の模索

〇文化スポーツ課との連携の強化
※現在、ウオーキング事業を軸に連携を強化

H29にウオーキングマップを協働で作成
H30はそれをもとに全体イベントの実施を計画中

平成３０年度 日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進懇談会 KPI実績報告



◆ 健 康 課

• ピンクリボン（乳がん啓発）キャンペーン

東京都、イオンモール、コニカミノルタ

大塚製薬等との共催

• 摂食嚥下（介護の食）の啓発

定締結市内企業（ヘルシーフード・ヘルシーネットワーク）との連携

摂食嚥下協議会への参加

• ふらっとエクササイズ

• 生活習慣病講演会

イオンホール、新選組ポイントの活用等

産学官金による社会課題への取組の促進

４ 健康に住み続けられる潤いのある地域づくり ‐２ 健康で充実した生活を実感できるまちをつくる
② 産学官金による社会課題への取組の促進

・健康づくりにおける産学官金の連携
★ＫＰＩ ／ 産学官金連携により健康課題に取り組んだ事業実施数

Ｈ３１年目標値 ３事業 Ｈ２８年現状 ４事業＋α

◆ 価値共創ポータル 社会課題の解決に向けた官民連携の窓口

• 大塚製薬 平成27年度

◇ 高齢者の熱中症予防の取り組み
◇ 女性の健康セミナーの開催
女性が働きやすい地域づくりの実現のため、女性特有の健康課題
を地域の企業、大学、自治体等と共有
（於：日野市役所、ヘルス&ウェルネス交流会）

日野市まち・ひと・しごと総合戦略推進懇談会 ＫＰＩ中間報告
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